
高知県の学校林の状況

（公社）国土緑化推進機構

学校林現況調査（令和３年調査）より

資料４

調査の概要

調査の目的
• （公社） 国土緑化推進機構では、1950（昭和25）年以来学校林活動を推進
• 1974（昭和49）年からほぼ5年ごとに学校林現況調査を実施
　　　※令和３年に実施、次回は令和８年と見込まれる

• 将来を担う若い世代に対する森林教育が求められている中、学校林の一層の活
用を図ることが課題となっており、本調査はそのための基礎資料を提供するもの

調査の方法

• 各都道府県の緑化推進委員会等（高知県は公益社団法人高知県森と緑の会）に
調査票を送付して、学校林保有校に2021（令和３）年 7月1日時点の現況を記入

当報告の留意事項
• 集計方法が異なるため、全国調査結果と若干の数字の差異がある



高知県の学校林の現況①

25市町村の109校に146箇所設置されている

合計面積は約1,200ha（高知県の民有林面積の約0.3％）

小中学校では、学校林を保有する学校は３割に満たないが、高等学校は約９
割が所有

全国と比較して、高知県では小学校所有の学校林が少なく、高等学校所有が
多い

高知県 全国

区分 学校数
※１

学校林保有校数、割合、
　構成割合※２

学校林保有校数、
　構成割合

小学校 １７９ ４９ ２７％ ４３％ １，３２７ ５９％

中学校 ９６ ２７ ２８％ ２４％ ５２８ ２４％

高等学校 ４１ ３６ ８８％ ３２％ ３５０ １６％

その他※３ ４ １ ２５％ １％ ２８ １％

計 ３２０ １１３ ３５％ １００％ ２，２３３ １００％

※１　高知県教育委員会調査令和６年４月１日現在、高等学校は公立校３１校に私立校１０校を加えた
※２　中高一貫校は中、高それぞれに１校をカウントしている
※３　高知県のその他は義務教育学校をカウントしている

学校林の現況②

中高一貫校や中高で学校林を併用している学校を含めると、面積では高等学
校が約７割を保有

面積規模は、小規模から比較的大規模なものまで多様　

小学校, 
176, 14%

中学校, 
165, 14%

中高一環・

中高共有, 
208, 17%

高等学校, 
667, 55%

義務教育

校, 2, 0%

小中高等学校別　学校林の面積

（単位：ha、%）

総面積
1,218ha

1ha未満, 
33, 22%

1ha以上
5ha未満, 
44, 30%

5ha以上
10ha未満, 
23, 16%

10ha以上
20ha未満, 
26, 18%

20ha以上, 
20, 14%

面積規模別の学校林の箇所数

（単位：ha、%）

総箇所数
146箇所



学校林の設置時期
学校林の多くが、1950年(昭和25年）～1979年（昭和54年）の間に設置されており、緑化運動
が盛んであった時期と合致
設置から４５年を超える森林が大半であり、木が大きくなり、学校や地域では管理や利用が
難しくなっていると予想
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n=146

学校林と学校との距離

学校から徒歩で片道２０分の距離となる１ｋｍ※を基準に学校林と学校との距
離を見ると、小中学校では１ｋｍまでに位置する学校林は約４分の１

　　　※往復の移動時間を含めて２時間の授業で利用可能な距離

高等学校ではほぼ全てが１ｋｍより遠くに位置　　　
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※義務教育高を除く



学校林の土地所有者

小中学校は市町村有地が多い

高等学校は国所有の土地に保有（主に分収契約）する学校林が多数
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※義務教育高を除く

n=100

n=30 n=18 n=12 n=40

学校林の所有形態

市町村や学校法人の所有、国有林の分収契約の大きく２つの形態

１：学校設置者や地区の

団体等の所有, 75, 53%

２：分収林等の契約, 56, 
39%

３：借地契約, 8, 6%

４：使用許可利用協定, 2, 
1%

５：その他, 1, 1%

n=142



学校林の管理主体

小中学校は学校関係者や地元に支えられている傾向
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小学校 中学校 中高一貫等 高等学校

n=103

※義務教育高を除く

n=31 n=18 n=12 n=42

設置当初の目的

小中学校は学校の財産形成を目的に設置されたものが多い

高等学校は教育目的で設置されたものが多い
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１：学校の基本財産、建築・

燃料資材としての利用

２：教科・特別活動等での利

用（社会・理科等、高校等の

林業関係専門教科・実習等）

３：課外活動での利用（緑の

少年団、緑化委員会等）

４：地域活動における林業奉

仕・体験等（林業教育での利

用）

５：地域活動における林業奉

仕・体験等（環境教育での利

用）

６：その他
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学校林の面積に関する今後の方針

約６割が現状維持、「拡大する」と答えた学校は無い

縮小、廃止する理由は、管理負担よりも、当初の目的の喪失や土地に係る契
約によるものとの回答が多い　

１：当初の目

的を喪失（もし

くは達成）, 8, 
36%

２：借地、分収

契約, 5, 23%

３：管理が負

担, 4, 18%

６：その他, 5, 
23%

（縮小、廃止の理由）

※複数回答あり

１：現状維持, 
91, 62%

２：拡大, 0, 0%

３：縮小、廃止, 
21, 15%

４：その他, 34, 
23% n=146

n=21

学校林の利用（令和元年度）
約８割で学校林の利用がされておらず、その理由は「学校林が遠い」が最も多
い

利用があった学校林においては、学習利用が最も多い

あり, 23, 
16%

なし, 123, 
84%

n=146
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１：学校林への距離が遠い

３：森林の管理が行き届かず、安全に懸念

２：教育時間が確保できない

４：その他

（利用が無い理由：n=120、複数回答あり）
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a維持管理

b教科

f部活動など課外活動

g地域への開放、市民団体利用

h他の学校の利用

i幼稚園・保育園の利用

（利用内容：n=23、複数回答あり）



今後の利用方針

約７割が現状維持、約２割が利用を縮小と回答

利用を縮小（廃止）する理由は、「教育時間が確保できない」が最多で、「森林
の管理不足」が続く

１：現状維持, 
103, 71%

２：利用時間を

拡大（再開）, 1, 
1%

３：利用時間を

縮小（廃止）, 
34, 23%

４：未回答, 8, 
5%

n=146

教育時間が確

保できない, 
15, 43%

森林の管理が

行き届かず、

利用が困難, 8, 
23%

その他, 6, 
17%

学校林への距

離が遠い, 3, 
8%

学校林を廃止

するため, 3, 
9%

（利用時間を縮小（廃止）する理由）

※その他の内容：安全性(1)、学校の統廃合や休校(5)

n=34
※複数回答あり

行政、各種団体等からの支援、
地域社会との連携

約７割が行政や各種団体からの支援や連携が無いと回答

支援がある場合の支援主体は森林組合や林業団体が最も多く、学校林の環
境整備や管理作業への支援が行われている

あり, 32, 
22%

なし, 106, 
73%

未回答, 8, 
5%

n=146
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講師派遣（林業体験、自然観察など)

活動への資金助成、補助

各種団体主催イベント、企画の実施

その他

（支援がある場合の支援内容：n=32、複数回答あり）



学校林利用の事例①

【学校林データ】
　面積：12ha
　樹種：スギ・ヒノキ
　設置年：昭和30年
　学校からの距離：1km以内

利用内容
　　ガンピ伐採、和紙作り
　　門松づくり
　　除間伐等の森林保全活動　など
　　
活動の支援組織・団体

　　朝霧森林倶楽部
　　各種協力者
　　（教育内容による）
　
対象学年等

　　１～３、６年生

活用事業
　　山の学習支援事業
　
　　　

四万十町立東又小学校 R5

学校林利用の事例②

【学校林データ】
　面積：22ha
　樹種：スギ・ヒノキ
　設置年：昭和18年
　学校からの距離：約20km

利用内容
　　学校林活動の座学
　　除間伐等の森林保全活動
　　
活動の支援組織・団体

　　中学校OB
　　高知県中央東林業事務所
　　甫喜ヶ峰森林公園
　
対象学年等

　　１～３年生

活用事業
　　山の学習支援事業

南国市立鳶ヶ池中学校 R5



まとめ

小中学校は約３割、高等学校は約９割が保有

設置後４５年以上経過した森林が多く、大径化し、学校
や地域では管理や利用が難しくなっている

総じて学校から遠い

小中学校は市町村の土地、高等学校は国の所有地に
おける分収林が多い

設置当初の目的は、小中学校は学校の資産形成、高
等学校は教育目的が多い

全体的に利用は低調で、「学校から遠い」「森林の手入
れ不足による安全性への不安」「教育時間の不足」が主
な理由


